
 
 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 5 期 決 算 公 告

 

（2022年１月１日から2022年12月31日まで） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

株式会社ヒノキヤグループ 
 

 



 

貸 借 対 照 表
 

 

（2022年12月31日現在） 
（単位：千円） 

  

資  産  の  部 負  債  の  部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流  動  資  産 29,290,417 流  動  負  債 7,772,016 

現 金 及 び 預 金 9,967,600 買 掛 金 147,643 

売 掛 金 84,305 短 期 借 入 金 1,638,900 

貯 蔵 品 34,118 1年内返済予定の長期借入金 2,002,660 

前 払 費 用 104,181 未 払 金 263,151 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 18,587,909 未 払 費 用 54,566 

そ の 他 771,349 預 り 金 4,935 

貸 倒 引 当 金 △259,046 関 係 会 社 預 り 金 3,415,913 

固 定 資 産 12,234,518 前 受 収 益 25,344 

有 形 固 定 資 産 4,775,172 賞 与 引 当 金 78,706 

建       物 817,666 そ の 他 140,194 

構   築   物 2,076 固   定   負   債 10,115,628 

車 両 運 搬 具 3,730 長 期 借 入 金 10,077,345 

工 具 器 具 備 品 47,630 資  産  除  去  債  務 30,000 

土 地 3,804,111 そ   の   他 8,283 

建 設 仮 勘 定 99,956 負    債       合       計 17,887,645 

無 形 固 定 資 産 97,238 純 資 産 の 部 

ソ フ ト ウ ェ ア 97,185 株   主   資   本 23,637,290 

そ の 他 52 資    本    金 100,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 7,362,107 資  本  剰  余  金 339,900 

投 資 有 価 証 券 68,742 資 本 準 備 金 339,900 

関 係 会 社 株 式 6,508,379 利  益  剰  余  金 23,197,390 

出 資 金 200 利 益 準 備 金 4,112 

関係会社長期貸付金 80,000 別 途 積 立 金 820,000 

繰 延 税 金 資 産 75,328 繰 越 利 益 剰 余 金 22,373,278 

会 員 権 14,000   

そ の 他 615,455 純 資 産 合 計 23,637,290 

資  産  合  計 41,524,936 負 債 純 資 産 合 計 41,524,936 



   
損 益 計 算 書

 

 
（自 2022年1月1日  至 2022年12月31日） 

（単位：千円） 
  

科         目 金       額 

売 上 高   

業 務 支 援 料 1,967,592  

関 係 会 社 受 取 配 当 金 3,311,150  

不 動 産 賃 貸 事 業 収 入 518,259  

そ の 他 の 売 上 高 837,745 6,634,746 

売 上 原 価  1,230,148 

売 上 総 利 益  5,404,597 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,113,574 

営 業 利 益  3,291,022 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 ・ 配 当 金 87,901  

そ の 他 5,404 93,305 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 60,669  

支 払 手 数 料 73,262  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 31,485  

そ の 他 5,622 171,039 

経 常 利 益  3,213,288 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 22,091 22,091 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 16,191  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 77,920  

損 失 補 填 金 31,930 126,042 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,109,337 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,208  

法 人 税 等 調 整 額 17,659 18,867 

当 期 純 利 益  3,090,469 

  

 

 
 



株主資本等変動計算書 
 

 
（自 2022年1月1日  至 2022年12月31日） 

 
  （単位：千円） 

  

  

株 主 資 本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

資 本 
準備金 

その他 
資 本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 別 途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

2 0 2 2 年 １ 月 １ 日 残 高 389,900 339,900  － 
 

339,900 
 

4,112 820,000 21,410,150 22,234,263 △1,825,711 21,138,351 

事 業 年 度 中 の 変 動 額           

剰 余 金 の 配 当          △632,549 △632,549   △632,549 

当 期 純 利 益          3,090,469 3,090,469   3,090,469 

譲渡制限付株式報酬   41,018 41,018      41,018 

自 己 株 式 の 消 却    △1,825,711 △1,825,711         1,825,711 － 

減 資 △289,900  289,900 289,900      － 

利益剰余金から資本剰
余金への振替 

  1,494,793 1,494,793   △1,494,793 △1,494,793  － 

株主資本以外の項目の 
事 業 年 度 中 の 変 動 額
（ 純 額 ）

                 

事業年度中の変動額合計 △289,900 － － － － － 963,127 963,127 1,825,711 2,498,939 

2 0 2 2 年 1 2 月 3 1 日残高 100,000 339,900 － 339,900 4,112 820,000 22,373,278 23,197,390 － 23,637,290 

   

  

評 価・換 算 差 額 等 純資産合計 

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

 

2 0 2 2 年 １ 月 １ 日 残 高 － － 21,138,351 

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当     △632,549 

当 期 純 利 益     3,090,469 

譲渡制限付株式報酬   41,018 

自 己 株 式 の 消 却     － 

減 資   － 

利益剰余金から資本剰
余金への振替 

  － 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
（ 純 額 ） 

   

事業年度中の変動額合計 － － 2,498,939 

2 0 2 2 年 1 2 月 3 1 日残高 － － 23,637,290 

 



 

 

 

 

 

  

 

 

計算書類の個別注記表

 

（2022年１月１日から2022年12月31日まで） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

株式会社ヒノキヤグループ 
 

 



 
個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式      移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

 市場価格のない株式等      移動平均法による原価法 

 

 (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯 蔵 品           最終仕入原価法 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

     定 率 法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

     定 額 法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

 

 ３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

  

 ４．収益及び費用の計上基準 

業務支援に関わる収益は、子会社との業務支援契約にもとづく役務提供の履行義務を負っておりま

す。当該業務支援契約は、一定期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の進捗度に応

じて収益を認識しております。 

 

 

 

 

 

 



（会計方針の変更) 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。なお、この変更により、当事業年度の計算書類に

与える影響はございません。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）第 44－2 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、この変更により、

当事業年度の計算書類に与える影響はありません。また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価

のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記は行っておりません。 
 

 

（重要な会計上の見積り） 

不動産投資事業におけるホテル（固定資産)の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産                       4,775,172 千円 

うち不動産投資事業におけるホテル     1,372,395 千円 

 

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

当社は、固定資産に減損の兆候が認められる場合は減損損失の認識の要否を判定し、判定の結果、

減損損失の認識が必要と判定された場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しております。 

当該固定資産の減損損失の認識要否にあたり、割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りは、

主に新型コロナウイルス感染症の影響を考慮した平均客室単価及び稼働率等の見積りに基づいてお

ります。なお、新型コロナウイルス感染症の影響は翌事業年度末で収束すると想定しております。

検討の結果、割引前将来キャッシュ・フローが固定資産帳簿価額を上回ったことから、減損損失の

認識は不要と判断しております。 

これらの保有物件に関しては、国際的な不動産市況の動向など翌期以降の不確実要因が大きく、

翌期の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクが認められます。 

 
 
 
 
 



（貸借対照表に関する注記） 

 

 １．有形固定資産の減価償却累計額       641,526 千円 

 

 ２．保証債務 

 関係会社の個人顧客のつなぎ融資並びに下記の関係会社の仕入先に対する営業債務に対して、次のと

おり債務保証を行っております。 

 
        

個人顧客（51名） 945,507 千円 

     ㈱桧家住宅              206,888 〃 

     ㈱パパまるハウス           293,031 〃 

     ㈱桧家リフォーミング           32   〃 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務（区分掲記したものを除く） 

 

短 期 金 銭 債 権 154,960 千円 

短 期 金 銭 債 務 166,311 千円 

長 期 金 銭 債 務 4,400 千円 

 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

 

  関係会社との取引高 

営 業 取 引  

売 上 高 6,227,483 千円 

仕 入 高 280,841 千円 

販売費及び一般管理費 － 千円 

営業取引以外の取引高 95,209 千円 

 

 

  

 

 

 

被 保 証 者 保 証 金 額



 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式         12,650,984 株 

 

２．当事業年度の末日における自己株式の数 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 2022年 3月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

普通株式の配当に関する事項 

(1) 配当金の総額          632,549 千円 

(2) １株当たり配当額             50 円 

(3) 基準日              2021年12月31日 

(4) 効力発生日          2022年 3月30日 

 
５. 当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

2023年 3月29日開催の定時株主総会に次のとおり付議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項 

(1) 配当金の総額          632,549千円 

(2) 配当の原資       利益剰余金 

(3) １株当たり配当額           50 円 

(4) 基準日             2022年12月31日 

(5) 効力発生日         2023年 3月30日 

 

 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、減価償却超過額、貸倒引当金繰入超過額等であります。 

 

 

 



 

（金融商品に関する注記） 

 

１. 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用について別途規定している「資金運用基準」に準拠し預金等の安全性の高い金融

資産での運用に限定し、また資金調達については原則として銀行借入での調達とする方針です。 

 営業債権である売掛金等の金銭債権については、信用リスクに晒されています。当該リスクに対し

ては、回収状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政

状態の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 投資有価証券は非上場株式のみであります。また、子会社及び提携先等に対して短期貸付及び長期

貸付を行っております。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、ほぼすべてが１ヶ月以内の支払期日であります。 

 短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。また、長期借入金は主に設備投資に係る資

金調達を目的としたものであり、主として決算日後３年以内に返済期日を迎えるものです。借入金は、

固定金利で調達した場合、金利変動リスクに晒されますが、これを回避するために原則として変動金

利による調達を原則としております。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 2022年12月31日（当期末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお市場価格のない株式等は含めておりません。現金は注記を省略しており、預金

は随時引き出し可能なため時価が帳簿価額に等しいことから注記を省略しております。また、売掛金、

買掛金、未払金について、短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似するので注記を省略しており

ます。 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

短期貸付金 18,587,909   

貸倒引当金(※1) 258,800   

 18,329,109 18,329,109 － 

長期貸付金 80,000   

貸倒引当金(※1) －   

 80,000 80,000 － 

資産計 18,409,109 18,409,109 － 

短期借入金 1,638,900 1,638,900 － 

長期借入金 (※2) 12,080,005 12,080,005 － 

負債計 13,718,905 13,718,905 － 

（※1）短期貸付金及び長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（※2）1年以内の長期借入金を含めております。 

 

 



（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ

ベルに分類しております。  

 

レベル１ の時価 ： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価  

レベル２ の時価 ： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価  

レベル３ の時価 ： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。  

 

短期貸付金及び長期貸付金 

これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用区分ごとにその将来キャッシュ・フロ

ーと国債利回りなど適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。 

 

短期借入金  

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと返済期日ま

での期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。  

 

長期借入金  

これらの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。  

 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社は、東京都内その他の地域において、賃貸用の事務所、住宅、商業施設等を有しております。 

 

 ２．賃貸等不動産の時価に関する事項 
（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 時  価 

4,604,744 4,338,950 

(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(注2) 当事業年度末の時価は、独立した不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づ

く金額であります。 

 

 

 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 
 
 
 

２．子会社及び関連会社等 

種

類 
会社等の名称 

議決権等 

所有割合 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 

子 

 

 

会 

 

 

社 

㈱桧家住宅 100％ (役員兼務) 

兼任２名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 1,315,200 ― ― 

配当金受取 1,505,000 ― ― 

債務保証 

(注2) 
206,888 ― ― 

資金貸借 

(注3) 
2,225,916 

関係会社 

短期貸付金 
980,623 

利息受取 

(注4) 
8,452 ― ― 

利息支払 

(注4) 
436 ― ― 

㈱パパまるハウス 100％ (役員兼務) 

兼任１名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 363,360 ― ― 

配当金受取 840,000 ― ― 

債務保証 

(注2) 
293,031 ― ― 

資金貸借 

(注3) 
2,008,038 

関係会社 

短期貸付金 
1,788,502 

利息受取 

(注4) 
8,169 ― ― 

利息支払 

(注4) 
238 ― ― 

㈱ヒノキヤレスコ 100％ (役員兼務) 

兼任１名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 135,396 ― ― 

配当金受取 111,150 ― ― 

資金貸借 

(注3) 
785,002 

関係会社 

短期貸付金 
10,290 

利息受取 

(注4) 
228 ― ― 

利息支払 

(注4) 
3,053 ― ― 

㈱桧家リフォーミング 100％ (役員兼務) 

兼任１名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 79,956 ― ― 

配当金受取 99,000 ― ― 

債務保証 

(注2) 
32 ― ― 

資金貸借 

(注3) 
563,673 

関係会社

預り金 
243 

利息支払 

(注4) 
2,525 ― ― 



種

類 
会社等の名称 

議決権等 

所有割合 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 

フュージョン資産 

マネジメント㈱ 

100％ (役員兼務) 

兼任２名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 3,600 ― ― 

配当金受取 78,000 ― ― 

資金貸借 
10,198,850 

関係会社 

短期貸付金 
3,412,260 

事業資金の

貸付 
3,870,000 

関係会社 

短期貸付金 
12,035,166 

利息受取 

(注4) 
70,226 ― ― 

㈱日本ハウジング 

ソリューション 

100％ (役員兼務) 

兼任３名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

業務支援 70,080 ― ― 

配当金受取 324,000 ― ― 

資金貸借 

(注3) 
328,828 

関係会社

預り金 
3,409 

利息受取 

(注4) 
223 ― ― 

利息支払 

(注4) 
1,478 ― ― 

子 

 

会 

 

社 

Hinokiya Vietnam Co., Ltd. 100％ (役員兼務) 

兼務なし 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

設計委託 260,900 ― ― 

事業資金の

貸付 
― 

関係会社 

長期貸付金 
80,000 

利息受取 

(注4) 
400 ― ― 

HINOKIYA RESCO CONSTRUCTION 

VIET NAM CO., LTD. 

60％ (役員兼務) 

兼務なし 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

事業資金融資 

(注5) 

― 
関係会社 

短期貸付金 
92,800 

まいすまい㈱ 100％ (役員兼務) 

兼任３名 

(事業上の関係) 

持株会社として 

の経営指導等 

資金貸借 

(注3) (注5) 
101,235 

関係会社 

短期貸付金 
108,267 

利息受取 

(注4) 419 ― ― 

(注) １ 上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 取引金額は、毎期交渉の上、決定しております。 

(注２) 施工業者への工事未払金につき、債務保証を行っております。なお、保証料等の受領は行っておりません。 

(注３) 資金貸借はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、取引金額には期中平均残高を

記載しております。 

(注４) 当社グループ内での資金貸借における金利は、当社の資金調達金利を勘案して合理的に決定しております。 

(注５) 子会社への貸付金等に対し178,800千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において31,239

千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

  

 

 



 ３．役員及び個人主要株主等 

種

類 
会社等の名称 

議決権等 

所有割合 
関係内容 取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 

注 

㈱桜地所 ― (役員兼務) 

― 

(事業上の関係) 

元役員の運営会社 

 

当社所有物

件の譲渡 

 

264,000 

 

― 

 

― 

(注) 役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産        1,868 円 42 銭 

２．１株当たり当期純利益       244 円 29 銭 

 

 

（収益認識に関する注記） 

１． 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。 

 


